
1111　　　　総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 平成平成平成平成20202020年度人件費年度人件費年度人件費年度人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

 ((((2222) ) ) ) 平成平成平成平成21212121年度職員給与費年度職員給与費年度職員給与費年度職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計予算普通会計予算普通会計予算普通会計予算））））

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。

      2　職員数は、21年4月1日現在の人数です。

 ( ( ( (3333) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

    （注）1  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の

　　　　　　給与水準を示す指数です。

　　　　　2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　　　単純平均したものです。
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小千谷市小千谷市小千谷市小千谷市のののの給与給与給与給与・・・・定員管理等定員管理等定員管理等定員管理等についてについてについてについて

実質収支 人件費 （参考）人件費率

19年度の人件費率

歳出額

　　　　　　Ａ
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 ( ( ( (4444) ) ) ) 給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況

①①①①月例給月例給月例給月例給

（参考）

Ａ B

円 円 円 ％ ％ ％

（注）　｢民間給与｣、｢公務員給与｣は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した

     　　 平均給与月額です。

②②②②特別給特別給特別給特別給

（参考）

Ａ B

月 月 月 月 月 月

（注）　｢民間の支給割合｣は、民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、

　　　　｢公務員の支給月数｣は、期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

2222　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

①一般行政職

②技能労務職

（注）1　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成18～20年の3ヵ年平均）。

      2　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものでは

      　ありません。

      3　年収ベースの「公務員C」及び「民間D」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度

      　に支給された期末・勤勉手当、民間においては年間賞与の額を加えた試算値です。

平均給与月額
(国ベース）
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-
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区　　分
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-
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の類似職種

-

364,490

平均給与月額

（国ベース）

-

54.5

-

-

平均給与月額

B
平均年齢

51.4

41.9

241,400

239,300

-

5,122,623 3,472,600

33

44.5

46.7

1.51

1.23

年間支給月数

△0.20

4.15△0.35

うち管理員

4,643,823

民　　間 参考

A/B

-

1.40

-

3,218,300

4,714,544 3,027,000 1.56

44.3 327,574

41.5

21年度

21年度
4.17 4.50

325,521

△0.33

民間の支給割合 公務員の支給月数

平均年齢 平均給料月額

人事院の勧告

A-B

区　分

人事院の勧告

368,888

平均給与月額

小千谷市

-

329,354

勧　告

A-B

勧　告

（改定月数）

（改定率）

区　分 民間給与 公務員給与 較　差

4.15

国の年間支給月数

国の改定率

区 分

△ 863

390,907 391,770 (△0.22%) △0.20

較　差

給与改定率

△0.20

379,639
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 ( ( ( (2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 ( ( ( (3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※「　-　円」と表示している欄は、該当する職員がいない区分です。

3333　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

　　　　((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

（注）1　小千谷市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注）平成18年4月1日に8級制から6級制に変更しています。
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区　　　         分
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技能労務職
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-

289,367
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-
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-
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-
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 ( ( ( (2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況

4444　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

 ( ( ( (1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度）

千円　 千円　

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）

　　　期末手当　　　　　勤勉手当 　　　期末手当　　　　　勤勉手当 　　　期末手当　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【【【【参考参考参考参考】】】】勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当へのへのへのへの勤務実績勤務実績勤務実績勤務実績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況（（（（一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職））））

 ( ( ( (2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

勤続20年 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）- ) （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）- )

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種（一般職）に係る職員に支給

　　　された平均額です。

新潟県

3.00 3.00

（1.60） （0.75）

1,742

3.00

1,633

1.50

小千谷市

1.50

47.50 59.28

30.55

59.28

33.50

定年前早期退職特例措置2％～20％

59.28月分 59.28

22,5371,097

47.50

59.28

定年前早期退職特例措置2％～20％

月分

月分

月分

小千谷市

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

（　-　）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　     勧奨・定年

23.5023.50

国

41.34

千円

1.45

59.28

30.55

　勤務成績を的確に反映していくため、平成21年度より人事評価制度を本格実施しました。
　平成22年度より、定期昇給に人事評価制度による勤務成績が反映されます。

国

-

　勤務成績を的確に反映していくため、平成21年度より人事評価制度を本格実施しました。
　平成22年度より、勤勉手当の支給額に人事評価制度による勤務成績が反映されます。

（　-　） （1.60） （0.75）

33.50 41.34
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 ((((3333) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在　　　　普通会計分普通会計分普通会計分普通会計分））））

千円

　円

　％

5

 ((((4444) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 ( ( ( (5555) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

円

円

209

248

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算）

徴収業務

勤務割が特殊な日の業務

64,691

249

異

84,197

支給区分等

支給実績（20年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（20年度決算）

手　当　名

社会福祉調査手当

手当の名称

社会福祉課

消防課

3.0

支給実績（19年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（19年度決算）

扶養手当

通勤手当

1件　3,500円

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

日額　500円

救急救助業務 1回　　250円

日額　550円

日額　400円

社会福祉課

生活保護世帯の調査業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

手当の種類（手当数）

行路死人の死体処理業務

勤務差手当 勤労青少年ホーム

徴収手当 税務課、ガス水道局下水道課

行路死人取扱手当

住居手当

主な支給対象職員

22,545

支給実績(20年度決算)

管理職手当
行(一)4級～6級職員(副参事を除く)

月額22,200円～41,600円

同

救急救助手当

休日に勤務した正規の時間に対して

勤務1時間当りの給与額の135/100
同

寒冷地手当
世帯区分に応じて11月～翌3月

（月額 7,360円～17,800円）

国の制度
との異動

国の制度と
異なる内容

支給職員1人当たり
支給実績 平均支給年額

（20年度決算） （20年度決算）

配偶者　 　　　   　         13,000円

子供など　　　 6,500円～16,000円
同 37,424 千円 231,012

千円 127,086

バス,電車は運賃に応じ最高55,000円

車は片道距離に応じ2,000～24,500円
同 13,140 千円 51,530

同 8,134

22,945 千円 60,701

385,425

千円 28,755

14,646 千円

1,725休日勤務手当

内容及び支給単価

持ち家　　　　　　　  　　　　2,500円

借家は家賃に応じ　最高27,000円
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5555　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

給料月額×在職月数×45/100 円 任期毎

給料月額×在職月数×25/100 円 任期毎

（注）退職手当の｢1期の手当額｣は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき1期(4年＝48月）

　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。

6666　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

 ( ( ( (1111) ) ) ) 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

（各年4月1日現在）

（注）1　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　2　[     ]内は、条例定数の合計です。

1

△ 4 〃

△ 8

△ 3

職員体制の見直し

△ 1

平成21年

0

主な増減理由

総務

平成20年

　　　　　　　　　区　　分
 部　　門

0

7,692,000

0

23

0

△ 6 機構改革

対前年
増減数

62 59 県庁派遣研修等

（21年度支給割合）

3.40
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 ( ( ( (2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（21212121年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在））））

職員数

 ( ( ( (3333) ) ) ) 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

　　①①①①　　　　平成平成平成平成17171717年年年年4444月月月月1111日日日日～～～～平成平成平成平成22222222年年年年4444月月月月1111日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標
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　　　　②②②②　　　　定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要

（各年4月1日現在）

（注）1　計画期間は、平成17年～平成22年の5年間です。

      2　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

（参考） （各年4月1日現在）

（注）　職員数には教育長を含みます。
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